
公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

契約の相手方の商号

又は名称及び住所

東京国際空港歩道橋付属ＥＶ塔屋新築実施設計
修正業務
平成31年3月6日～平成31年3月29日

支出負担行為担当官
東京航空局長
鶴田　浩久
東京都千代田区九段南1-
1-15

平成31年3月5日
(株)空間デザイン
大阪府吹田市垂水町３丁目２９番地の２

本件は、設計時から変更になった施工
条件に対応するための設計修正を行う
業務である。設計時は杭工事等は大型
重機を利用した施工が可能という条件
のもと選定した工法により設計してい
た。しかし、工事発注をしたものの参加
者が現れず工事着手時期が大幅に遅
れることになり、その間、近接敷地にお
ける空中歩廊の公示が進み、来年度に
おいては大型重機の利用が不可能とな
る。そのため、狭小敷地においても施工
可能な工法を再検討し、合わせて設計
図の修正を行う。本業務を当初設計者と
異なる業者に発注した場合は、杭工法
等の変更に伴い構造計算を含めて修正
するため、基礎から上部構造についても
構造計算プログラムへ一から入力する
必要があり、手戻りが発生する。また、
修正範囲外の設計図についても修正箇
所と緊密な関係にあり、当初設計者が
責任を負うものであることから、会計法
第29条の3第4項及び予算決算及び会
計令第102条の4第3号の規定を適用し
随意契約を締結したものである。

3,866,762 3,520,800 91.05

落札率
（％）

再就職の
職員の数

備　　考公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約締結日
随意契約によることとした会計法令の根
拠条文及び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）



公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

契約の相手方の商号

又は名称及び住所

落札率
（％）

再就職の
職員の数

備　　考公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約締結日
随意契約によることとした会計法令の根
拠条文及び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）

東京国際空港ＳＲＡ検査場新築実施設計
平成31年4月1日～平成32年1月31日

支出負担行為担当官
東京航空局長
鶴田　浩久
東京都千代田区九段南1-
1-15

平成31年3月29日
(株)梓設計
東京都品川区東品川２丁目１番１１号

本件は、東京国際空港において、国際
線ＳＲＡ検査の対象範囲が空港全域と
なるため、これに必要となる国際線ＳＲＡ
検査対応ゲートを設置・更新するための
設計業務であり、国際線増便に向けた
機能強化関連整備の中で、旅客施設の
整備及びエプロンの改良・拡張設備と一
体として進める必要があり、平成31年度
内の供用開始を目標としているが、設計
業務に関し発注手続が2回にわたり不調
となった。不調要因を聞き取りしたとこ
ろ、主な要因として土木技術者が不足し
ていること、従来の検査場と比べて設計
業務に占める建築施設の割合が大きい
ことなどの意見があった。これら発注仕
様の見直しを行い、再度一般競争の契
約手続を行うことを検討したものの、再
度の一般競争入札を実施すると契約ま
でに更に3ヶ月の期間を要することとな
る。設計の遅れに伴いゲートの設置工
事も遅延すると、第2ターミナル拡張部
分の供用が始まる2020年3月のサマー
ダイヤ開始時にＳＲＡ検査ゲートの設置
が間に合わず、グランドハンドリングなど
ターミナルの運用に大きな支障が生じる
こととなる。さらに、東京2020オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会開催期間に
おける多数の来訪者に対応するため、
各検査場についても2020年7月までに新
たなゲートを完成させＳＲＡ検査の効率
化を図る必要がある。以上により、早期
の設計着手が必要不可欠であることか
ら、会計法第29条の3第4項及び予算決
算及び会計令第102条の4第3号の規定
を適用し随意契約を締結したものであ
る。

39,193,200 38,880,000 99.20



公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

契約の相手方の商号

又は名称及び住所

新千歳空港外６空港ＷＲＵ改修作業

支出負担行為担当官
東京航空局長
鶴田　浩久
東京都千代田区九段南1-
1-15

平成31年3月26日
明星電気株式会社
東京都江東区豊洲３－１－１

公募手続きを行ったところ、左記業者以
外の希望者がなく、左記業者が本業務
の唯一の契約相手方であることが確認
されたことから、会計法第29条の3第4
項、予算決算及び会計令第102条の4第
3号の規定を適用し随意契約を締結した
ものである。

7,057,264 6,912,000 97.94

落札率
（％）

再就職の
職員の数

備　　考物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約締結日
随意契約によることとした会計法令の根
拠条文及び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）


